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	 ごあいさつ	

【名　称】　三重県職員信用組合
【設　立】　大正13（1924）年10月1日
【所在地】　三重県津市広明町13番地

	 当組合の概要	

　組合員の皆さま方には、平素から格別のご愛顧を賜り、誠にありがとうございます。
　このたび、当組合の経営内容を取りまとめたディスクロージャー誌「2022 DISCLOSURE」を作成しましたので、
ご高覧いただきご理解を賜れば幸いに存じます。
　日本銀行の金融政策運営におきましては、「必要な時点まで、長短金利操作付き量的・質的金融緩和を継続す
ること」とされており、政策金利についても、「現在の長短金利の水準、または、それを下回る水準で推移することを
想定している」とされていることから、今後とも、超低金利の金利環境が継続していくことが想定されるなど、当組合
を取り巻く経営環境は、依然として厳しい状況にあります。
　さらには、ウクライナ情勢を受けた資源価格の上昇の動向、新型コロナウイルス感染症の動向や、金融政策の
先行きなどが、当組合の経営に与える影響などについては、しっかりと注視していく必要があると考えています。
　このような経営環境のなか、令和３年度の決算は、一定の当期純利益を確保するとともに、貸出金残高が前期
末残高を上回り、組合員数も着実に増加を続けています。
　今後とも、安定した経営を維持し、組合員の皆さま方の「期待」と「信頼」に応え、「選ばれ続ける三職信」であり
続けていくために、役職員一丸となって取り組んでまいりたいと、考えておりますので、引き続きお引き立て賜りますよ
うお願い申し上げます。

　令和4年7月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　紀平　　勉

理 事 長 紀平　　勉
副理事長 岡田あずさ
専務理事 松本　直樹
理 事 中村　誠季
理 事 鈴木さおり
理 事 大平　和輝
理 事 種瀬　俊夫
理 事 北口　哲士

理 事 中川　聡美
理 事 市川　竜二
理 事 廣垣　正治
員内監事 安田　　稔
員外監事 安井　広伸
員外監事 酒谷　宜幸

令和4年7月1日現在

	 役員一覧	

◇理事、監事は当組合職員以外の出身者です。

	 事業の組織	

令和4年７月１日現在

■大正13年10月 1 日／「三省信用組合」設立
■昭和45年 1 月20日／伊勢出張所開設
■昭和48年 8 月 9 日／四日市出張所開設
■昭和59年 6 月 1 日／「三重県職員信用組合」に名称変更
■平成 4 年 5 月31日／伊勢出張所、四日市出張所を廃止
■平成17年 2 月 7 日／金融業務システムを信組情報サービス株式会社 

（SKC）へ移行
■平成19年 4 月27日／ホームページ開設
■平成20年 7 月16日／三重県警察職員にも組合員資格を拡大
■平成23年 4 月 1 日／極度型フリーローンの取扱いを開始
■平成28年 4 月28日／「ライフサポート資金」の取扱いを開始
■平成29年 1 月 4 日／「有担保大口住宅ローン」の取扱いを開始
■平成29年 6 月27日／利用分量配当の導入
■平成31年 4 月 1 日／「マイカーローン」を大幅リニューアル
■令和元年 8 月 1 日／「教育ローン」を大幅リニューアル

	 当組合のあゆみ（沿革）	

区　　　　分 令和２年度末 令和３年度末
個 人 9,040 9,177
法 人 9 8
合 計 9,049 9,185

	 組合員の推移	 （単位：人）
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■基本理念、経営姿勢、運営方針

■キャッチフレーズ

基本理念

三職信は
三重県の県職員・
警察職員の皆さま
のために

お役に立ち信頼される金融
機関であり続けます

経営姿勢
シンプルで誠実な経営に徹
します

運営方針

限られた経営資源のなか役
職員一丸となって組合を運
営します

■中期経営計画の取組方針
　（2020年度～2022年度）

経営基盤の維持・充実

経営力の強化・向上

組織力の強化・向上

健全経営の維持・強化

○経営基本目標・営業目標の達成　○組合
員の増加　○組合員との関係性の深化　
○利用分量配当の定着　○長期的視点で
の経営検討 など

○効果的な営業戦略・広報戦略の実施　
○預金積金の確保　○貸付金の増加　
○余剰資金運用益の確保　○経費の削減
 など

○組織運営の効率化・組織強化　○人材
育成の強化　○ワーク・ライフ・マネジメントの
積極的推進　○役職員の意識共有の強化　
○関係団体との連携強化 など

○ガバナンスの強化　○コンプライアンスの
堅持・深化　○リスク管理の向上・深化　
○顧客保護、個人情報保護等への不断の
取組　○積極的な情報開示 など

	 令和3年度　経営環境・事業概況	

　日本銀行は、平成28年9月に、従来の「量的・質的金融緩和」、「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」を強化する形で新たな金融緩
和の枠組みである「長短金利操作付き量的・質的金融緩和」を導入し、現在に至っていることから、国内金利は極めて低水準で推移する
状況が続いています。
　当組合の経営環境は、超低金利の金利環境のもと、余剰資金運用益の低下による利ザヤ減少や他金融機関との競争激化などによ
り、収益環境は厳しい状況が続いています。また、新型コロナウイルス感染症の動向や、アメリカの政策金利の引き上げなどの動向が、当
組合の経営に与える影響などについては、しっかりと注視していく必要があると考えています。
　このような経営環境のなか、令和3年度決算は、経常収益が183百万円で、前期比92百万円の減少、経常利益が28百万円で、前期
比16百万円の増加、当期純利益が18百万円で、前期比10百万円の増加となり、前期と比べ減収増益となりました。
　また、一時的な変動要因の影響を除いた金融機関の基本業務による収益力を表したコア業務純益は43百万円で、前期比9百万円の
減少となりました。

①預金積金
　当期末の預金積金残高は16,226百万円で、前期比1.15％、185百万円の減少となりました。
　退職者優遇金利定期預金、サマー、ウインターの各キャンペーンを効果的に展開した結果、個人預金残高が34百万円増加した一方
で、法人預金残高が220百万円減少したことによるものです。

②貸出金
　当期末の貸出金残高は4,734百万円で、前期比3.28％、152百万円の増加となりました。
　平成29年1月に創設した新しい住宅ローンの残高は2,227百万円となり、全体の約5割弱を占めております。また、マイカーローンの残高
は967百万円となり、前期比1.80％、15百万円の増加、教育ローンは金利引下げキャンペーンを実施したことにより残高は345百万円とな
り、前期比9.29％、27百万円の増加となりました。

③余資運用       
　当期末の有価証券保有残高は10,846百万円で、前期比1.81％、216百万円の減少となりました。また、預け金残高は3,000百万円
で、前期比8.53%、186百万円の減少となりました。

④損益
　収益面では、貸出金利息が71百万円で、前期比2百万円の減少、有価証券利息配当金が101百万円で、前期比13百万円の減少と
なりました。
　これは、貸出金利回が1.54％と前期比で0.11ポイント低下したこと、有価証券利回が0.95％と前期比で0.08ポイントの低下となってい
るなど、償還時期を迎えた過去の高金利の貸出金や有価証券に比べ、新たな貸出や有価証券の運用が、超低金利の金利環境の影響
を受けて、低金利となったことが減少の要因であります。
　費用面では、預金利息が9百万円で、前期比1百万円の減少となりました。預金利回は0.05％で、前期比0.01ポイントの低下となってい
ます。また、職員の入替に伴う人件費の減及び経費節減等による物件費の減により、経費は117百万円で、前期比2百万円の減少となり
ました。
　このほか、新たな不良債権先2先の発生により、15百万円をその他経常費用として計上しております。

⑤組合員
　当期末の組合員は9,185人で前期比136人の増加となり、出資金は196百万円で前期比8百万円の増加となりました。

（注） 金額は、表示単位未満を切捨てて表示しており、0百万円と表示したものは百万円未満を表します（以下の各表における金額について
も同様です）。

	 事業方針	
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■総代会の仕組みと役割

　信用組合は、組合員の相互扶助の精神を基本理念に金融活動を通じて経済的地位の向上を図ることを目的とした協同組合組織金融機関で
す。また、信用組合には、組合員の総意により組合の意思を決定する機関である「総会」が設けられており、組合員は出資口数に関係なく、一人一
票の議決権及び選挙権を持ち、「総会」を通じて信用組合の経営等に参加することができます。
　しかし、当組合は組合員が多く、「総会」の開催が困難なため、中小企業等協同組合法及び定款の定めるところにより、「総代会」を設置していま
す。
　総代会は、総会と同様に組合員一人ひとりの意思が信用組合の経営に反映されるよう、組合員の中から適正な手続きにより選挙された総代に
より運営され、組合員の総意を適正に反映し、充実した審議を確保しています。また、総代会は、当組合の最高意思決定機関であり、各事業年度に
係る計算書類の承認、事業計画及び収支予算の設定、定款変更、理事・監事の選任など、当組合の重要事項に関する審議、決議が行われます。
　総代は、組合員の代表として、総代会を通じて組合員の信用組合に対する意見や要望を信用組合経営に反映させる重要な役割を担っていま
す。
　当組合では、総代会に限定することなく、日常の営業活動を通じて、総代や組合員とのコミュニケーションを大切にし、さまざまな経営改善に取り
組んでいます。

■総代会の決議事項等の議事概要
　第74期通常総代会が、令和4年6月24日に三重県勤労者福祉会館で開催され
ました。当日は総代129名のうち、出席124名（うち、書面決議書83名）のもと、全議
案が可決・承認されるとともに、理事1名の任期満了、理事5名の辞任に伴う選挙
が行われました。

報告事項
　令和3年度（第73期）事業報告について

決議事項
　第1号議案　 令和3年度（第73期）計算書類（貸借対照表、損益計算書、剰余

金処分案）の承認について

　第2号議案　 令和4年度（第74期）事業計画（案）及び収支予算（案）の設定に
ついて

役員選挙　理事6名を選出

	 総代会について	

■総代の選出方法、任期、定数
　総代は、総代会での意思決定が広く組合員の意思を反映し適切に行われるよう、組合員の幅広い層の中から、定款及び総代選挙規約に基づ
き、公正な手続きを経て選出されます。

（1）選出方法
　総代は組合員であることが前提条件であり、総代選挙規約に則り、各選挙区毎に自ら立候補した方若しくは選挙区内の組合員から推薦され
た方の中から、その選挙区に属する組合員により、公平に選挙を行い選出されます。
　当組合は選挙区を9つの区に分け、総代の選出を行っています。なお、総代候補者（立候補者、（推薦を含む））の数がその選挙区において選
挙すべき総代の数を超えない場合は、その候補者（立候補者、（推薦を含む））を当選者として投票は行っておりません。

（2）定数
　総代の定数は、125人以上135人以内です。選挙区別の選挙すべき総代数は、定款で定める範囲内において理事会で定めており、令和3年
度においては各選挙区毎に総代基礎数5人を設け、更に、各選挙区の組合員数100人につき1人を加算して算出して選挙すべき総代数としてお
ります。

（3）任期
　総代の任期は3年となっています。

　なお、総代氏名につきましては当組合事務所にて閲覧可能です。

地域選挙区 総代数

桑名・四日市・鈴鹿 8

津・伊賀 9

松阪・伊勢・志摩 9

尾鷲・熊野 6

小　計 32

合　計 129

本庁選挙区 総代数

知事部局 16

出納局・各種委員会・
県議会事務局・教育委員会・

企業庁・病院事業庁
11

三重県警察 24

三重労働局・
社会保険関係機関・
四日市港管理組合・

職員労働組合・
総合医療センター・

志摩病院・その他団体等

8

退職組合員 38

小　計 97

■総代選挙区の状況 （令和4年7月1日現在）
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経理・経営内容

科 目 金　　　　額
（資産の部） 令和2年度 令和3年度

現 金 4,479 1,679
預 け 金 3,187,561 3,000,573
買 入 手 形 ― ―
コ ー ル ロ ー ン ― ―
買 現 先 勘 定 ― ―
債券貸借取引支払保証金 ― ―
買 入 金 銭 債 権 ― ―
金 銭 の 信 託 ― ―
商 品 有 価 証 券 ― ―

商 品 国 債 ― ―
商 品 地 方 債 ― ―
商 品 政 府 保 証 債 ― ―
その他の商品有価証券 ― ―

有 価 証 券 11,063,360 10,846,965
国 債 314,490 689,890
地 方 債 1,241,610 629,850
短 期 社 債 ― ―
社 債 9,326,020 9,445,050
株 式 81,930 82,175
そ の 他 の 証 券 99,310 ―

貸 出 金 4,582,379 4,734,470
割 引 手 形 ― ―
手 形 貸 付 ― ―
証 書 貸 付 4,546,155 4,705,755
当 座 貸 越 36,224 28,714

外 国 為 替 ― ―
外 国 他 店 預 け ― ―
外 国 他 店 貸 ― ―
買 入 外 国 為 替 ― ―
取 立 外 国 為 替 ― ―

そ の 他 資 産 205,134 201,345
未 決 済 為 替 貸 ― ―
全 信 組 連 出 資 金 173,100 173,100
前 払 費 用 ― ―
未 収 収 益 26,636 24,838
先物取引差入証拠金 ― ―
先物取引差金勘定 ― ―
保 管 有 価 証 券 等 ― ―
金 融 派 生 商 品 ― ―
金融商品等差入担保金 ― ―
リ ー ス 投 資 資 産 ― ―
そ の 他 の 資 産 5,397 3,406

有 形 固 定 資 産 6,620 8,020
建 物 ― ―
土 地 ― ―
リ ー ス 資 産 ― ―
建 設 仮 勘 定 ― ―
その他の有形固定資産 6,620 8,020

無 形 固 定 資 産 1,014 203
ソ フ ト ウ ェ ア 938 126
の れ ん ― ―
リ ー ス 資 産 ― ―
その他の無形固定資産 76 76

前 払 年 金 費 用 ― ―
繰 延 税 金 資 産 ― ―
再評価に係る繰延税金資産 ― ―
債 務 保 証 見 返 ― ―
貸 倒 引 当 金 △27,739 △43,334

（うち個別貸倒引当金） △13,199 △28,696

資 産 の 部 合 計 19,022,811 18,749,923

科 目 金　　　　額
（負債の部） 令和2年度 令和3年度

預 金 積 金 16,412,274 16,226,322
当 座 預 金 ― ―
普 通 預 金 613,104 694,158
貯 蓄 預 金 ― ―
通 知 預 金 ― ―
定 期 預 金 15,755,154 15,490,842
定 期 積 金 44,013 41,319
そ の 他 の 預 金 2 2

譲 渡 性 預 金 ― ―
借 用 金 ― ―

借 入 金 ― ―
当 座 借 越 ― ―
再 割 引 手 形 ― ―

売 渡 手 形 ― ―
コ ー ル マ ネ ー ― ―
売 現 先 勘 定 ― ―
債券貸借取引受入担保金 ― ―
コマーシャル・ペーパー ― ―
外 国 為 替 ― ―

外 国 他 店 預 り ― ―
外 国 他 店 借 ― ―
売 渡 外 国 為 替 ― ―
未 払 外 国 為 替 ― ―

そ の 他 負 債 24,938 32,090
未 決 済 為 替 借 ― ―
未 払 費 用 14,974 14,185
給 付 補 填 備 金 10 8
未 払 法 人 税 等 1,885 11,367
前 受 収 益 ― ―
払 戻 未 済 金 3,284 5,176
職 員 預 り 金 ― ―
先物取引受入証拠金 ― ―
先物取引差金勘定 ― ―
借 入 商 品 債 券 ― ―
借 入 有 価 証 券 ― ―
売 付 商 品 債 券 ― ―
売 付 債 券 ― ―
金 融 派 生 商 品 ― ―
金融商品等受入担保金 ― ―
リ ー ス 債 務 ― ―
資 産 除 去 債 務 ― ―
そ の 他 の 負 債 4,783 1,352

賞 与 引 当 金 3,310 3,812
役 員 賞 与 引 当 金 ― ―
退 職 給 付 引 当 金 7,772 9,208
役員退職慰労引当金 ― ―
特別法上の引当金 ― ―

金融商品取引責任準備金 ― ―
繰 延 税 金 負 債 76,490 45,112
再評価に係る繰延税金負債 ― ―
債 務 保 証 ― ―
負 債 の 部 合 計 16,524,787 16,316,546
（純資産の部）

出 資 金 188,291 196,544
普 通 出 資 金 188,291 196,544
優 先 出 資 金 ― ―
そ の 他 の 出 資 金 ― ―

優先出資申込証拠金 ― ―
資 本 剰 余 金 ― ―

資 本 準 備 金 ― ―
その他資本剰余金 ― ―

利 益 剰 余 金 2,098,630 2,105,562
利 益 準 備 金 180,142 188,291
その他利益剰余金 1,918,488 1,917,271

特 別 積 立 金 1,717,275 1,717,275
当期未処分剰余金 201,213 199,996

自 己 優 先 出 資 ― ―
自己優先出資申込証拠金 ― ―
組 合 員 勘 定 合 計 2,286,921 2,302,106
その他有価証券評価差額金 211,102 131,270
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ― ―
土地再評価差額金 ― ―
評価・換算差額等合計 211,102 131,270
純 資 産 の 部 合 計 2,498,024 2,433,377
負債及び純資産の部合計 19,022,811 18,749,923

	 貸借対照表	 （単位：千円）
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貸借対照表の注記事項
1．	記載金額は､千円で表示しております。なお､以下の注記については､表示単位未満を切り捨
てて表示しており、0百万円と表示したものは百万円未満を表します。

2．	有価証券の評価は､その他有価証券については原則として時価法（売却原価は主として移動
平均法により算定）、ただし、市場価格のない株式等については移動平均法による原価法に
より行っております。なお､その他有価証券の評価差額については､全部純資産直入法によ
り処理しております。

3．	有形固定資産の減価償却は､定率法を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおり
であります。
その他の有形固定資産　　4年～ 20年

4．	無形固定資産の減価償却は定額法を採用しております。なお、自組合利用のソフトウェアに
ついては、当組合内における利用可能期間（5年）に基づいて償却しております。

5．	貸倒引当金は､予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
日本公認会計士協会・銀行等監査特別委員会報告第4号「銀行等金融機関の資産の自己査定
並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（令和2年10月8日）に規定する正
常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、主として今後1年間の予想損失額又
は今後3年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、1年間又は3年間の貸倒
実績又は倒産実績を基礎とした貸倒実績率又は倒産確率の過去の一定期間における平均値
に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸
念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回
収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及
び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証
による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、融資課が資産査定を実施しております。

6．	賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額の
うち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

7．	退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、企業会計基準適用指針第25号「退職給付
に関する会計基準の適用指針」（平成27年3月26日）に定める簡便法（退職給付に係る期末自
己都合要支給額を退職給付債務とする方法）により、当事業年度末における必要額を計上し
ております。なお、当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度（総合
設立型企業年金基金）を採用しております。当該企業年金制度に関する事項は次のとおりで
す。
（1）制度全体の積立状況に関する事項（令和2年3月31日現在）

年金資産の額　　　　　　　　　　　238,577百万円
年金財政計算上の数理債務の額と
最低責任準備金の額との合計額　　　229,590百万円
差引額　　　　　　　　　　　　　　			8,987百万円

（2）制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
［（自）令和2年4月（至）令和3年3月］0.072％

（3）補足説明
上記（1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高15,766百万円及び
別途積立金24,753百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間12
年の元利均等償却であり、当組合は当期の計算書類上、当該償却に充てられる特別掛金2
百万円を費用処理しております。
なお、特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じ
ることで算定されるため、上記（2）の割合は当組合の実際の負担割合とは一致しており
ません。

8.	 表示方法の変更
協同組合による金融事業に関する法律施行規則の一部改正（令和２年１月24日内閣府令第
３号）が令和4年3月31日から施行されたことに伴い、協同組合による金融事業に関する法律
の「リスク管理債権」の区分等を、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく
開示債権の区分等に合わせて表示しております。

9.	 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当組合は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っております。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の統合的リスク
管理をしております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として組合員に対する貸出金および有価証券です。
有価証券は、債券、株式であり、純投資目的及び事業推進目的で保有しております。
これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスク
に晒されております。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
当組合は、信用リスク管理規程及び貸付規程に従い、貸出金について、個別案件ごとの与
信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理
に関する体制を整備し運営しております。
これらの与信管理は、融資課により行われ、また、定期的に職場内のリスク管理会議や経
営陣による理事会を開催し、審議・報告を行っております。
有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総務企画課において、信用情報や時価の把
握を定期的に行うことで管理しております。
②市場リスクの管理
（ⅰ）金利リスクの管理

当組合は、統合的リスク管理によって金利の変動リスクを管理しております。
市場リスク管理規程において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、リ
スク管理会議において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っています。
また、その結果を理事会にて報告しております。

（ⅱ）為替リスクの管理
当組合は、統合的リスク管理によって金利の変動リスクを管理しております。
市場リスク管理規程において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、リ
スク管理会議において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っています。
また、その結果を理事会にて報告しております。

（ⅲ）価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、経営方針に基づき、余資運用規程
に従い行なっています。
また、総務企画課では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の
設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っており
ます。
これらの情報は、リスク管理会議及び理事会において定期的に報告しております。

（ⅳ）市場リスクに係る定量的情報
当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商
品は、「預け金」、「有価証券」のうち債券、「貸出金」、「預金積金」であります。
当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、「『協同組合による金融事業
に関する法律施行規則第六十九条第一項第五号ニ等の規定に基づき、自己資本の充
実の状況等について金融庁長官が別に定める事項（平成十九年金融庁告示第十七
号）』において通貨ごとに規定された金利ショック」を用いた経済価値の変動額を市
場リスク量とし、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しており
ます。
当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債を、それぞれ金利期
日に応じて適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を用いております。
なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末におい
て、上方パラレルシフト（指標金利の上昇をいい、日本円金利の場合1.00％上昇等、
通貨ごとに上昇幅が異なる）が生じた場合、経済価値は、791百万円減少するものと
把握しております。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその
他のリスク変数との相関を考慮しておりません。また、金利の合理的な予想変動幅
を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合は、統合的リスク管理を通して、適時に資金管理を行うほか、市場環境を考慮した
長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる条件等に
よった場合、当該価額が異なることもあります。
なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を含め
て開示しております。

10.	金融商品の時価等に関する事項
令和4年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりでありま
す。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません。

（単位：百万円）
貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

（1）預け金（＊1） 3,000 3,001 0
（2）有価証券 10,846 10,846 ―

その他有価証券 10,846 10,846 ―
（3）貸出金（＊1） 4,734

貸倒引当金（＊2） △43
4,691 4,825 134

金融資産計 18,538 18,673 134

（1）預金積金（＊1） 16,226 16,222 △3

金融負債計 16,226 16,222 △3

（＊1）	預け金、貸出金、預金積金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる金
額」を記載しております。

（＊2）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（注１）金融商品の時価等の評価技法（算定方法）
金融資産
（1）預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額を時価としております。満期のある預け金については、市場金利で割り引くことで
現在価値を算定し、当該現在価値を時価とみなしております。

（2）有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格に
よっております。
なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については10.に記載しており
ます。

（3）貸出金
貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸
倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を簡便な方法により算出した時
価に代わる金額として記載しております。
①	6カ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、
その貸借対照表の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の額）。
②	①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を市場
金利で割り引いた価額を時価とみなしております。

金融負債
（1）預金積金

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿簿価）を時価とみなし
ております。
定期性預金の時価は、一定の金額帯および期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを作
成し、元利金の合計額を一種類の市場金利で割り引いた価額を時価とみなしておりま
す。

（注２）	市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金
融商品の時価情報には含まれておりません。

（単位：百万円）
区　　　分 貸借対照表計上額

非上場株式（＊1） 0

全信組連出資金（＊2） 173

合　　　計 173

（＊1）	非上場株式については、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の時価等の開示に関
する適用指針」（令和元年7月4日）第5項に基づき、時価開示の対象とはしておりませ
ん。

（＊2）	全信組連組合出資金については、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する
会計基準の適用指針」（令和元年7月4日）第27項に基づき、時価開示の対象とはしてお
りません。

11．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりです。
（1）売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
（2）満期目的有価証券に区分した有価証券はありません。
（3）子会社・子法人等株式及び関連法人等株式はありません。
（4）その他有価証券　
【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】

貸借対照表計上額 取得原価 差額
株　式 ―百万円 ―百万円 ―百万円
債　券 7,229 6,955 274
　国　債 114 100 14
　地方債 431 400 31
　社　債 6,683 6,454 228
その他 ― ― ―
　外国証券 ― ― ―
小計 7,229 6,955 274

【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】
貸借対照表計上額 取得原価 差額

株　式 82百万円 99百万円 △17百万円
債　券 3,535 3,611 △76
　国　債 575 600 △25
　地方債 198 200 △1
　社　債 2,761 2,810 △49
その他 ― ― ―
　外国証券 ― ― ―
小　計 3,617 3,710 △93
合　計 10,846 10,666 180

12.	減損処理を行った有価証券
その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落して、評価差額
を当該事業年度の損失として処理（減損処理）したものはありません。

13.	当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

売却価格 売却益 売却損

100百万円 ― ―

14.	その他有価証券のうち満期があるものの償還予定額は次のとおりであります。
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

債　券 401百万円 3,355百万円 3,111百万円 3,896百万円
　国　債 ― ― ― 689
　地方債 ― 202 198 228
　社　債 401 3,152 2,913 2,977
その他 ― ― ― ―
　外国証券 ― ― ― ―
合　計 401 3,355 3,111 3,896

（次ページに続く）
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15．協同組合による金融事業に関する法律及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律
に基づく債権は貸出金とその未収利息であります。

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額　48百万円
危険債権額　　　　　　　　　　　　　　―
三月以上延滞債権額　　　　　　　　　　―
貸出条件緩和債権額　　　　　　　　　　	 8百万円
合計額　　　　　　　　　　　　　　　　56百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の
申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権
であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化
し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産
更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延してい
る貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであり
ます。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、
利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸
出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当し
ないものであります。
なお、債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

16．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から融資実行の申出を
受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸
付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は29百万円であ
ります。これらはすべて、原契約期間が1年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能
なものであります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高
そのものが必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありませ
ん。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるとき
は、当組合が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる
旨の条件が付けられております。また、契約後も定期的に予め定めている当組合内手続きに
基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置を講じており
ます。

17．有形固定資産の減価償却累計額　19百万円
18．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額　0百万円
19．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務はありません。
20．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであり
ます。
繰延税金資産

退職給付引当金損金算入限度超過額	 2百万円
未払事業税	 0
その他	 1

　　繰延税金資産合計	 4

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金	 49

　　繰延税金負債合計	 49

繰延税金負債の純額	 45百万円
21．出資１口当たりの純資産額は12,380円82銭です。

経理・経営内容
	 損益計算書	 （単位：千円）

科 目 令和2年度 令和3年度
経 常 費 用 264,173 154,718

資 金 調 達 費 用 11,169 9,784

預 金 利 息 11,168 9,781

給付補填備金繰入額 0 3

譲渡性預金利息 ― ―
借 用 金 利 息 ― ―
売渡手形利息 ― ―
コールマネー利息 ― ―
売 現 先 利 息 ― ―
債券貸借取引支払利息 ― ―
コマーシャル･ペーパー利息 ― ―
金利スワップ支払利息 ― ―
その他の支払利息 ― ―

役 務 取 引 等 費 用 12,038 11,820

支払為替手数料 753 728

その他の役務費用 11,284 11,092

そ の 他 業 務 費 用 116,318 ―
外国為替売買損 ― ―
商品有価証券売買損 ― ―
国債等債券売却損 116,318 ―
国債等債券償還損 ― ―
国債等債券償却 ― ―
金融派生商品費用 ― ―
その他の業務費用 ― ―

経 費 120,409 117,515

人 件 費 84,968 83,084

物 件 費 35,247 34,271

税 金 193 159

そ の 他 経 常 費 用 4,237 15,598

貸倒引当金繰入額 4,236 15,594

貸 出 金 償 却 ― ―
株式等売却損 ― ―
株 式 等 償 却 ― ―
金銭の信託運用損 ― ―
その他資産償却 ― ―
その他の経常費用 0 3

経 常 利 益 11,614 28,393

特 別 利 益 ― ―
固 定 資 産 処 分 益 ― ―
負ののれん発生益 ― ―
金融商品取引責任準備金取崩額 ― ―
その他の特別利益 ― ―

特 別 損 失 0 0

固 定 資 産 処 分 損 0 0

減 損 損 失 ― ―
金融商品取引責任準備金繰入額 ― ―
その他の特別損失 ― ―

税引前当期純利益 11,614 28,393

法人税、住民税及び事業税等 1,598 10,664

法 人 税 等 調 整 額 1,436 △1,187

法 人 税 等 合 計 3,035 9,476

当 期 純 利 益 8,578 18,916

繰越金（当期首残高） 192,634 181,079

積 立 金 取 崩 額 ― ―
当期未処分剰余金 201,213 199,996

（注）1．	記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の
注記については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
2.	出資1口当たりの当期純利益　　96円44銭

	 損益計算書	 （単位：千円）

科 目 令和2年度 令和3年度
経 常 収 益 275,788 183,111

資 金 運 用 収 益 195,649 180,784

貸 出 金 利 息 73,738 71,717

預 け 金 利 息 2,216 3,202

買入手形利息 ― ―
コールローン利息 ― ―
買 現 先 利 息 ― ―
債券貸借取引受入利息 ― ―
有価証券利息配当金 115,604 101,776

金利スワップ受入利息 ― ―
その他の受入利息 4,088 4,088

役 務 取 引 等 収 益 ― 1

受入為替手数料 ― ―
その他の役務収益 ― 1

そ の 他 業 務 収 益 80,139 2,325

外国為替売買益 ― ―
商品有価証券売買益 ― ―
国債等債券売却益 78,853 ―
国債等債券償還益 ― ―
金融派生商品収益 ― ―
その他の業務収益 1,285 2,325

そ の 他 経 常 収 益 ― ―
貸倒引当金戻入益 ― ―
償却債権取立益 ― ―
株式等売却益 ― ―
金銭の信託運用益 ― ―
その他の経常収益 ― ―

（前ページより続き）
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経理・経営内容
	 剰余金処分計算書	 （単位：千円）

科 目 令和2年度 令和3年度
当期未処分剰余金 201,213 199,996
積 立 金 取 崩 額 ― ―
剰 余 金 処 分 額 20,133 20,140

利 益 準 備 金 8,149 8,253
普通出資に対する配当金 7,466 7,808

（年4％の割合） （年4％の割合）
優先出資に対する配当金 ― ―
事業の利用分量に対する配当金 4,518 4,078

預 金 利 息 等 （100円につき 5円の割合）（100円につき 5円の割合）
貸 付 金 利 息 （100円につき 5円の割合）（100円につき 5円の割合）

特 別 積 立 金 ― ―
繰越金（当期末残高） 181,079 179,855

	 経費の内訳	 （単位：千円）

項 目 令和2年度 令和3年度
人 件 費 84,968 83,084

報 酬 給 料 手 当 69,515 68,181
退 職 給 付 費 用 1,523 1,435
そ の 他 13,929 13,466

物 件 費 35,247 34,271
事 務 費 18,659 18,436
固 定 資 産 費 4,742 4,892
事 業 費 3,231 3,126
人 事 厚 生 費 418 469
有形固定資産償却 2,357 1,803
無形固定資産償却 865 811
そ の 他 4,973 4,732

税 金 193 159
経 費 合 計 120,409 117,515

	 業務粗利益及び業務純益等	 （単位：千円）

科 目 令和2年度 令和3年度
資 金 運 用 収 益  195,649 180,784
資 金 調 達 費 用 11,169 9,784

資 金 運 用 収 支 184,479 171,000
役 務 取 引 等 収 益 ― 1
役 務 取 引 等 費 用 12,038 11,820

役 務 取 引 等 収 支 △12,038 △11,818
そ の 他 業 務 収 益 80,139 2,325
そ の 他 業 務 費 用 116,318 ―

そ の 他 の 業 務 収 支 △36,179 2,325
業 務 粗 利 益 136,261 161,506
業 務 粗 利 益 率 0.73 % 0.85 %
業 務 純 益 15,851 43,893
実 質 業 務 純 益 15,851 43,991
コ ア 業 務 純 益 53,316 43,991

コ ア 業 務 純 益
（投資信託解約損益を除く。） 53,316 43,991

（注）1．業務粗利益率＝
業務粗利益

資金運用勘定計平均残高
×100

2．業務純益＝業務収益－（業務費用－金銭の信託運用見合費用）
3．実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
4．コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益

	 受取利息及び支払利息の増減	 （単位：千円）

項　　　　　目 令和2年度 令和3年度
受 取 利 息 の 増 減 △14,508 △14,864
支 払 利 息 の 増 減 △1,437 △1,384

	 主要な経営指標の推移	 （単位：千円）

区 分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
経 常 収 益 233,069 270,827 216,580 275,788 183,111
経 常 利 益 65,016 112,575 66,629 11,614 28,393
当 期 純 利 益 52,906 88,129 54,711 8,578 18,916
預 金 積 金 残 高 15,916,150 15,857,434 16,163,095 16,412,274 16,226,322
貸 出 金 残 高 4,622,853 4,578,238 4,627,382 4,582,379 4,734,470
有 価 証 券 残 高 12,206,005 12,082,760 11,901,060 11,063,360 10,846,965
総 資 産 額 18,813,814 18,773,575 18,917,491 19,022,811 18,749,923
純 資 産 額 2,635,448 2,675,313 2,588,434 2,498,024 2,433,377
自己資本比率（単体） 25.64 % 25.85 % 25.83 % 26.11 % 25.15 %
出 資 総 額 170,113 177,507 180,142 188,291 196,544
出 資 総 口 数 170,113 口 177,507 口 180,142 口 188,291 口 196,544 口
出資に対する配当金 6,732 7,003 7,215 7,466 7,808
職 員 数 9 人 9 人 8 人 7 人 8 人

（注）1.残高計数は期末日現在のものです。
2.「自己資本比率（単体）」は、平成18年金融庁告示第22号により算出しております。
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経理・経営内容
	 自己資本の充実状況	 （単位：千円）

項　　　　　　目 令和2年度 令和3年度

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 （１）
普 通 出 資 又 は 非 累 積 的 永 久 優 先 出 資 に 係 る 組 合 員 勘 定 又 は 会 員 勘 定 の 額 2,274,937 2,290,219

う ち 、 出 資 金 及 び 資 本 剰 余 金 の 額 188,291 196,544
う ち 、 利 益 剰 余 金 の 額 2,098,630 2,105,562
う ち 、 外 部 流 出 予 定 額 （△） 11,984 11,887
う ち 、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 算 入 さ れ る 引 当 金 の 合 計 額 14,539 14,637
う ち 、 一 般 貸 倒 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 14,539 14,637
う ち 、 適 格 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 ― ―

適 格 旧 資 本 調 達 手 段 の 額 の う ち 、
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額 ― ―

公 的 機 関 に よ る 資 本 の 増 強 に 関 す る 措 置 を 通 じ て 発 行 さ れ た 資 本
調 達 手 段 の 額 の う ち 、 コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額 ― ―

土 地 再 評 価 額 と 再 評 価 直 前 の 帳 簿 価 額 の 差 額 の 4 5 パ ー セ ン ト に
相 当 す る 額 の う ち 、 コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額 ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 （イ） 2,289,476 2,304,856
コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 （２）
無 形 固 定 資 産 （ モ ー ゲ ー ジ ・ サ ー ビ シ ン グ ・
ラ イ ツ に 係 る も の を 除 く 。） の 額 の 合 計 額 736 147

う ち 、 の れ ん に 係 る も の の 額 ― ―
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 736 147

繰 延 税 金 資 産 （ 一 時 差 異 に 係 る も の を 除 く 。） の 額 ― ―
適 格 引 当 金 不 足 額 ― ―
証 券 化 取 引 に 伴 い 増 加 し た 自 己 資 本 に 相 当 す る 額 ― ―
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 ― ―
前 払 年 金 費 用 の 額 ― ―
自 己 保 有 普 通 出 資 等 （ 純 資 産 の 部 に 計 上 さ れ る も の を 除 く 。） の 額 ― ―
意 図 的 に 保 有 し て い る 他 の 金 融 機 関 等 の 対 象 資 本 調 達 手 段 の 額 ― ―
少 数 出 資 金 融 機 関 等 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ― ―
信 用 協 同 組 合 連 合 会 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ― ―
特 定 項 目 に 係 る 1 0 パ ー セ ン ト 基 準 超 過 額 ― ―

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
う ち 、 繰 延 税 金 資 産 （ 一 時 差 異 に 係 る も の に 限 る。）に 関 連 す る も の の 額 ― ―

特 定 項 目 に 係 る 1 5 パ ー セ ン ト 基 準 超 過 額 ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
う ち 、 繰 延 税 金 資 産 （ 一 時 差 異 に 係 る も の に 限 る。）に 関 連 す る も の の 額 ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額 （ロ） 736 147
自 己 資 本
自 己 資 本 の 額（（イ）－（ロ）） （ハ） 2,288,740 2,304,709
リスク・アセット等 （３）
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 の 合 計 額 8,391,902 8,812,146

う ち 、 経 過 措 置 に よ り リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 に 算 入 さ れ る 額 の 合 計 額 ― ―
う ち 、 他 の 金 融 機 関 等 向 け エ ク ス ポ ー ジ ャ ー ― ―
う ち 、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 ― ―

オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 相 当 額 の 合 計 額 を ８ パ ー セ ン ト で 除 し て 得 た 額 371,380 350,074
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト 調 整 額 ― ―
オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 相 当 額 調 整 額 ― ―
リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 8,763,282 9,162,221
自 己 資 本 比 率
自　　己　　資　　本　　比　　率 （（ハ）／（ニ）） 26.11% 25.15%

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組
合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第22号）」に係る算式に基づき算出して
おります。なお、当組合は国内基準により自己資本比率を算出しております。
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経理・経営内容
	 資金運用勘定、調達勘定の平均残高等	

科　　　　目 年度 平均残高 利　　息 利回り
資 金 運 用 令和２年度 18,599 百万円 195,649 千円 1.05 ％

勘 定 令和３年度 18,794 180,784 0.96

う ち 令和２年度 4,444 73,738 1.65
貸 出 金 令和３年度 4,632 71,717 1.54

う ち 令和２年度 2,793 2,216 0.07
預 け 金 令和３年度 3,368 3,202 0.09

う ち 令和２年度 11,187 115,604 1.03
有 価 証 券 令和３年度 10,620 101,776 0.95

資 金 調 達 令和２年度 16,307 11,169 0.06
勘 定 令和３年度 16,476 9,784 0.05

う ち 令和２年度 16,307 11,169 0.06
預 金 積 金 令和３年度 16,476 9,784 0.05

う ち 令和２年度 ― ― ―
譲 渡 性 預 金 令和３年度 ― ― ―
う ち 令和２年度 ― ― ―
借 用 金 令和３年度 ― ― ―

	 総資産利益率	 （単位：％）

区　　　　　分 令和2年度 令和3年度
総 資 産 経 常 利 益 率 0.06 0.15

総 資 産 当 期 純 利 益 率 0.04 0.10

（注）総資産経常（当期純）利益率＝
経常（当期純）利益

総資産（債務保証見返を除く）平均残高
×100

	 総資金利鞘等	 （単位：％）

区　　　　　分 令和2年度 令和3年度
資 金 運 用 利 回　（ａ） 1.05 0.96

資 金 調 達 原 価 率　（ｂ） 0.80 0.77

総 資 金 利 鞘　（ａ－ｂ） 0.24 0.18

（注）1.資金運用利回り＝
資金運用収益

資金運用勘定計平均残高
×100

2.資金調達原価率＝
資金調達費用－金銭の信託運用見合費用＋経費
　　　　　資金調達勘定計平均残高　　　　　

×100

	 満期保有目的の金銭の信託	

該当事項なし

	 運用目的の金銭の信託	

該当事項なし

	 その他の金銭の信託	

該当事項なし

金銭の信託

	子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの

該当事項なし

	 売買目的有価証券	

該当事項なし

	 満期保有目的の債券	

該当事項なし

有価証券の時価等情報
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経理・経営内容
	 その他有価証券	 （単位：百万円）

種　　類
令和2年度 令和3年度

貸借対照表
計上額 取得原価 差　額 貸借対照表

計上額 取得原価 差　額

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取 得 原 価 を 超 え る も の

株 式 ― ― ― ― ― ―
債 券 9,104 8,762 342 7,229 6,955 274

国 債 117 100 16 114 100 14

地 方 債 1,241 1,200 41 431 400 31

短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 7,745 7,461 283 6,683 6,454 228

そ の 他 ― ― ― ― ― ―
外 国 証 券 ― ― ― ― ― ―
小 計 9,104 8,762 342 7,229 6,955 274

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取得原価を超えないもの

株 式 81 99 △17 82 99 △17

債 券 1,777 1,810 △33 3,535 3,611 △76

国 債 197 199 △1 575 600 △25

地 方 債 ― ― ― 198 200 △1

短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 1,580 1,611 △31 2,761 2,810 △49

そ の 他 99 100 0 ― ― ―
外 国 証 券 99 100 0 ― ― ―
小 計 1,959 2,010 △51 3,617 3,710 △93

合　　　　　計 11,063 10,772 290 10,846 10,666 180
（注）1．上記の「社債」は、政府保証債、公社公団債、金融債、事業債です。
　　2．市場価格のない株式等及び組合出資金は本表には含めておりません。

	 預貸率及び預証率	 （単位：％）

区　　　　　分 令和2年度 令和3年度

預 貸 率
（ 期　　 末 ） 27.92 29.17

（期中平均） 27.25 28.11

預 証 率
（ 期　　 末 ） 67.40 66.84

（期中平均） 68.60 64.45

（注）1．預貸率＝
貸出金

預金積金＋譲渡性預金
×100

　　2．預証率＝
有価証券

預金積金＋譲渡性預金
×100

	 職員１人当りの預金及び貸出金残高	 （単位：百万円）

区　　　　　分 令和2年度 令和3年度
職員１人当りの預金残高 2,344 2,028

職員１人当りの貸出金残高 654 591

	 市場価格のない株式等及び組合出資金	 （単位：百万円）

項　　　　　　目
令和2年度 令和3年度

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額
非 上 場 株 式 0 0
全 信 組 連 出 資 金 173 173

合　　　　　　　　　　　計 173 173
（注）1．	非上場株式については、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（令和2年3月31日）第5項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。
　　2．	組合出資金については、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（令和元年7月4日）第27項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。
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資 金 調 達
	 預金種目別平均残高	 （単位：百万円、％）

種　　　　目
令和2年度 令和3年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
流 動 性 預 金 659 4.0 682 4.1

定 期 性 預 金 15,647 96.0 15,793 95.9

譲 渡 性 預 金 ― ― ― ―
そ の 他 の 預 金 ― ― ― ―
合 計 16,307 100.0 16,476 100.0

	 定期預金種類別残高	 （単位：百万円）

区　　　　　分 令和2年度 令和3年度
固 定 金 利 定 期 預 金 15,755 15,490 

変 動 金 利 定 期 預 金 ― ―
合 計 15,755 15,490 

	 預金者別預金残高	 （単位：百万円、％）

区　　　　分
令和2年度 令和3年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
個 人 15,470 94.3 15,504 95.6

法 人 942 5.7 721 4.4

合 計 16,412 100.0 16,226 100.0

	 貸出金種類別平均残高	 （単位：百万円、％）

科　　　　目
令和2年度 令和3年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
割 引 手 形 ― ― ― ―
手 形 貸 付 ― ― ― ―
証 書 貸 付 4,405 99.1 4,600 99.3 

当 座 貸 越 38 0.9 32 0.7 

合 計 4,444 100.0 4,632 100.0 

資 金 運 用

	 有価証券種類別平均残高	 （単位：百万円、％）

区　　　　分
令和2年度 令和3年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
国 債 223 2.0 514 4.8 

地 方 債 1,352 12.1 874 8.2 

短 期 社 債 ― ― ― ―
社 債 9,412 84.1 9,069 85.5 

株 式 99 0.9 99 0.9 

外 国 証 券 99 0.9 62 0.6 

そ の 他 の 証 券 ― ― ― ―
合 計 11,187 100.0 10,620 100.0 

（注）当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

	 有価証券種類別残存期間別残高	 （単位：百万円）

区　　　　　分 1年以内 1年超	
5年以内

5年超	
10年以内 10年超

期間の定め
のないもの

国 債
令和２年度末 ― ― ― 314 ―
令和３年度末 ― ― ― 689 ―

地 方 債
令和２年度末 804 203 ― 233 ―
令和３年度末 ― 202 198 228 ―

短 期 社 債
令和２年度末 ― ― ― ― ―
令和３年度末 ― ― ― ― ―

社 債
令和２年度末 806 2,641 2,607 3,269 ―
令和３年度末 401 3,152 2,913 2,977 ―

株 式
令和２年度末 ― ― ― ― 81 

令和３年度末 ― ― ― ― 82 

外 国 証 券
令和２年度末 ― 99 ― ― ―
令和３年度末 ― ― ― ― ―

その他の証券
令和２年度末 ― ― ― ― ―
令和３年度末 ― ― ― ― ―

合 計
令和２年度末 1,610 2,944 2,607 3,817 81 

令和３年度末 401 3,355 3,111 3,896 82 

	 担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額	（単位：百万円、％）

区　　　　　　　　分 金　　　額 構成比 債務保証見返額

当 組 合 預 金 積 金
令和２年度末 ― ― ―
令和３年度末 ― ― ―

有 価 証 券
令和２年度末 ― ― ―
令和３年度末 ― ― ―

動 産
令和２年度末 ― ― ―
令和３年度末 ― ― ―

不 動 産
令和２年度末 2,610 57.0 ―
令和３年度末 2,888 61.0 ―

そ の 他
令和２年度末 ― ― ―
令和３年度末 ― ― ―

小 計
令和２年度末 2,610 57.0 ―
令和３年度末 2,888 61.0 ―

信用保証協会・信用保険
令和２年度末 ― ― ―
令和３年度末 ― ― ―

保 証
令和２年度末 426 9.3 ―
令和３年度末 370 7.8 ―

信 用
令和２年度末 1,545 33.7 ―
令和３年度末 1,475 31.2 ―

合 計
令和２年度末 4,582 100.0 ―
令和３年度末 4,734 100.0 ―
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資 金 運 用
	 貸出金金利区分別残高	 （単位：百万円）

区　　　　分 令和2年度 令和3年度
固 定 金 利 貸 出 686 646 

変 動 金 利 貸 出 3,896 4,088 

合 計 4,582 4,734 

	 貸出金償却額		 （単位：百万円）

項　　　　目 令和2年度 令和3年度
貸 出 金 償 却 額 ― ―

	 貸出金業種別残高・構成比	 （単位：百万円、％）

業 種 別
令和2年度 令和3年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
製 造 業 ― ― ― ―
農 業、 林 業 ― ― ― ―
漁 業 ― ― ― ―
鉱 業、 採 石 業、 砂 利 採 取 業 ― ― ― ―
建 設 業 ― ― ― ―
電 気、 ガ ス、 熱 供 給、 水 道 業 ― ― ― ―
情 報 通 信 業 ― ― ― ―
運 輸 業、 郵 便 業 ― ― ― ―
卸 売 業、 小 売 業 ― ― ― ―
金 融 業、 保 険 業 ― ― ― ―
不 動 産 業 ― ― ― ―
物 品 賃 貸 業 ― ― ― ―
学 術 研 究、 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業 ― ― ― ―
宿 泊 業 ― ― ― ―
飲 食 業 ― ― ― ―
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業、 娯 楽 業 ― ― ― ―
教 育、 学 習 支 援 業 ― ― ― ―
医 療、 福 祉 ― ― ― ―
そ の 他 の サ ー ビ ス ― ― ― ―
そ の 他 の 産 業 ― ― ― ―
小 計 ― ― ― ―
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 ― ― ― ―
個 人 （ 住 宅 ・ 消 費 ・ 納 税 資 金 等 ） 4,582 100.0 4,734 100.0 

合 計 4,582 100.0 4,734 100.0 
（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

	 貸出金使途別残高	 （単位：百万円、％）

区　　　　分
令和2年度 令和3年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
運 転 資 金 1,542 33.7 1,534 32.4 

設 備 資 金 3,040 66.3 3,199 67.6 

合 計 4,582 100.0 4,734 100.0 

	 貸倒引当金（期末残高・期中増減額）	 （単位：百万円）

項　　　　目
令和2年度 令和3年度

期末残高 増減額 期末残高 増減額
一 般 貸 倒 引 当 金 14 0 14 0

個 別 貸 倒 引 当 金 13 2 28 15

貸倒引当金合計 27 2 43 15
（注）当組合は、特定海外債権を保有しておりませんので「特定海外債権引当勘定」に係

る引当は行っておりません。
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経 営 内 容

区　　　　　分 残高	
（Ａ）

担保・保証額	
（Ｂ）

貸倒引当金	
（Ｃ）

保全率	
（B+C）/（A）

引当率	
（C）/（A-B）

破 産 更 生 債 権 及 び 
これらに準ずる債権

令 和2年 度 15 2 13 99.4 99.3

令 和3年 度 48 19 28 99.3 98.9

危 険 債 権
令 和2年 度 ― ― ― ― ―
令 和3年 度 ― ― ― ― ―

要 管 理 債 権
令 和2年 度 15 2 0 15.2 0.3

令 和3年 度 14 2 0 14.0 0.3

三月以上延滞債権
令 和2年 度 ― ― ― ― ―
令 和3年 度 ― ― ― ― ―

貸出条件緩和債権
令 和2年 度 9 ― 0 0.3 0.3

令 和3年 度 8 ― 0 0.3 0.3

小 計
令 和2年 度 31 4 13 58.2 51.2

令 和3年 度 62 21 28 79.2 68.7

正 常 債 権
令 和2年 度 4,556 

令 和3年 度 4,676 

合 計
令和2年度 4,588 

令和3年度 4,739 

（注）1．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権
及びこれらに準ずる債権です。

2．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない
可能性の高い債権（1に掲げるものを除く。）です。

3．「要管理債権」とは、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。
4．「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金（1及び2に掲げるものを除く。）です。
5．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる
取決めを行った貸出金（1、2及び4に掲げるものを除く。）です。

6．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権（1、2及び3に掲げるものを除く。）です。
7．「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
8．「貸倒引当金」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
9．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払
の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、
「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価
証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

10．金額は決算後（償却後）の計数です。

	 協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況	 （単位：百万円、％）
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経 営 内 容

●法令遵守の体制
◆コンプライアンス基本方針
　当組合は、「コンプライアンス規程」に基づき、コンプライアンス（法令等遵
守）を「役職員が法令、諸規則、諸規程を遵守し、もって企業倫理にもとることな
く、誠実かつ公正に業務を遂行することをいう。」と定義し、「経営上の最重要
課題の一つであると位置付け」ています。
　さらに「コンプライアンス方針」及び「令和4年度事業計画」の重点取組事
項⑧健全経営の維持・強化（２）コンプライアンスの堅持・深化の項目で「コン
プライアンスは経営の最重要課題の一つであり、さらなるコンプライアンスの堅
持・深化のために、「コンプライアンス規程」及び「コンプライアンス・マニュア
ル」に基づき、コンプライアンス体制を有効に機能させます。」とし、「令和４年度
コンプライアンス・プログラム」に具体的な取組みを定め着実に実施」すること
を定めています。
　令和４年度コンプライアンス・プログラムでは、21の具体的な取組みを定め、
四半期毎に進捗状況管理を行い、上期下期毎に成果の評価をしています。

◆コンプライアンス体制
　コンプライアンスに違反する行為を未然に防止し、コンプライアンスの着実
な実践を確保するために、コンプライアンス担当理事及びコンプライアンス統
括ならびにコンプライアンス担当者を設置し、法務問題等が一元管理できる体
制をとっています。

監　事 内部相談窓口
（弁護士）

コンプライアンス担当理事
（専務理事）

コンプライアンス統括
（事業部長）

コンプライアンス担当者

コンプライアンス会議
各職員

理事会

コンプライアンス委員会
（委員長 ： 理事長）

→ ←

→ ←

→ ←

→ ←

→ ←

→ ←

	 報酬体系について		 	 苦情処理措置及び紛争解決措置の内容	

●対象役員
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は常勤理事
をいいます。対象役員に対する報酬等は、職務執行の対価として支払
う「基本報酬」及び在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として
退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。

（1）報酬体系の概要
【基本報酬】
　非常勤を含む全役員の基本報酬につきましては、総代会において、
理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を決定して
おります。そのうえで、常勤役員の報酬は、一般職に属する県職員の
給料を参考にして理事会で決定し、年額を月割支給しております。

【退職慰労金】
　退職慰労金につきましては、退任時に総代会で支給の決定をし、金
額については理事会で、事業成績、在任期間その他を勘案してその額
を決定しております。ただし、県職員を退職して役員となった常勤役
員には支給しておりません。

（2）令和3年度における対象役員に対する報酬

（単位：千円）
区　　　　　分 支払総額

対象役員に対する報酬等 14,516

注1．対象役員に該当する理事は2名です。
注2．上記の内訳は、「基本報酬」14,516千円となっております。

【その他】
　「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第1項6号
等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用協同組合等の
業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁
長官が別に定めるものを定める件」（平成24年3月29日付金融庁告示
第23号）第3条第1項第3号及び第5号に該当する事項はありません。

●苦情処理措置
ご契約内容や商品に関する相談・苦情・お問い合わせは、下記の窓口
をご利用ください。

【窓口：三重県職員信用組合　預金課】　059－228－5205
・受 付 日　月曜日～金曜日（祝日及び当組合の休業日は除く）
・受付時間　午前8時30分～午後5時15分

なお、苦情等対応の手続きについては、別途リーフレットを用意して
おりますので、お申し付けいただくか、当組合ホームぺージをご覧く
ださい。
　ホームページアドレス　https://www.sansyokushin.shinkumi.jp

●紛争解決措置
愛知県弁護士会　紛争解決センター（電話：052－203－1777）
愛知県弁護士会西三河支部　紛争解決センター
　　　　　　　　　　　　　　　　（電話：0564－54－9449）
東京弁護士会　紛争解決センター　（電話：03－3581－0031）
第一東京弁護士会　仲裁センター　（電話：03－3595－8588）
第二東京弁護士会　仲裁センター　（電話：03－3581－2249）
で紛争の解決を図ることも可能ですので、ご利用を希望されるお客
さまは、上記の三重県職員信用組合又は下記窓口までお申し出くだ
さい。

【窓口：（一社）東海信用組合協会　東海地区しんくみ苦情等相談所】
・受 付 日　月曜日～金曜日（祝日及び協会の休業日は除く）
・受付時間　午前9時～正午12時、午後1時～午後4時30分
・電　　話　052－451－2110
・住　　所　〒453－0015　名古屋市中村区椿町3－21

【窓口：（一社）全国信用組合中央協会　しんくみ相談所】
・受 付 日　月曜日～金曜日（祝日及び協会の休業日は除く）
・受付時間　午前9時～午後5時
・電　　話　03－3567－2456
・住　　所　 〒104－0031　東京都中央区京橋1－9－5（全国信用

組合会館内）

	 法令遵守の体制	
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経 営 内 容

─　定　性　的　事　項　─
・自己資本調達手段の概要
・自己資本の充実度に関する評価方法の概要
・信用リスクに関する事項
・信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
・派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要…該当事項なし
・証券化エクスポージャーに関する事項…該当事項なし
・オペレーショナル・リスクに関する事項
・	協同組合による金融事業に関する法律施行令（昭和五十七年政令第四十四号）第三条第五項第三号に規定する出資その他これに類するエクス
ポージャー又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要
・金利リスクに関する事項

●自己資本調達手段の概要
発行主体 三重県職員信用組合
資本調達手段の種類 普通出資
コア資本に係る基礎項目の額に算入された額 196百万円
償還期限 ―
一定の事由が生じた場合に償還等を可能とする
特約がある場合は、その概要 ―

注.　当組合の自己資本は、出資金及び利益剰余金等により構成されております。

●自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　自己資本の充実度に関しましては、自己資本比率が国内基準である4％を大きく上回っており、経営の健全性、安全性を保っております。また、当組合は、各エ
クスポージャーが一分野に集中することなく、リスク分散が図られていると認識しております。
　一方、将来の自己資本充実策については、中期経営計画に掲げる収支計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本の積上げを第一
義的な施策として考えております。
　なお、中期経営計画については、貸出金計画に基づいた利息収入や市場環境を踏まえた運用収益など、足元の状況を十分に踏まえたうえで策定したもので
あります。

●信用リスクに関する事項

リ ス ク の 説 明
及びリスク管理の方針

　信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産の価値が減少あるいは消滅し発生する経済的損失をいいます。
　当組合は、融資に当たり、審査態勢を整備し、安全性、公共性、流動性の原則に従った厳正な審査に基づき、健全な資金需要に対し
て円滑な資金供給を行うとともに、債権の管理に当たり、資産の健全性を維持し、不良債権の発生を未然に防ぐことにより、収益力の向
上を目指し、信用リスクの適切な管理を行っています。

管 理 体 制 　一連の信用リスク管理の状況については、リスク管理会議で協議検討を行うとともに、必要に応じて理事会に報告し対応方針の決定
を行う態勢を整備しております。

評 価 ・ 計 測
　信用リスクの評価は、小口多数取引の推進によるリスク分散の他、与信ポートフォリオ管理として自己査定による債務者区分別、大口
与信先の管理など、分析に注力しております。
　また、信用リスクの計測については、「自己査定規程」及び「償却・引当規程」に基づき、計測を行っております。

■貸倒引当金の計算基準
　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会・銀行等監査特別委員会報告
第4号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出
した貸倒実績率等に基づき引当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能
見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分
可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引当てております。
　全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき資産査定を実施しており、その査定結果により上記の引当てを行っております。

■リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称
　リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の4機関を採用しております。なお、エクスポージャーの種類毎に適格格付機関の使分けは行っており
ません。
　　　株式会社　格付投資情報センター（R＆I）		 ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody’s）
　　　株式会社　日本格付研究所（JCR）	 	 スタンダード・アンド・プアーズ・レーティング・サービシズ（S＆P）

■エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称
該当事項なし

■信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
　信用リスク削減手法とは、組合が抱えている信用リスクを軽減化するための措置をいい、具体的には、担保、保証などが該当します。当組合では、融資の取
上げに際し、資金使途、返済原資、財産・負債状況など、さまざまな角度から可否の判断をしており、担保や保証による保全措置は、あくまでも補完的な位置づ
けとして認識しております。
　当組合が扱う担保には、自組合預金積金、不動産等、保証には、人的保証、政府関係機関保証、民間保証があり、その手続きについては、「貸付規程」、
「自己査定規程」等により適切な事務取扱及び適正な評価を行っております。
　また与信取引に関して、お客様が期限の利益を失われた場合には、当該与信取引の範囲において、預金相殺を用いる場合があります。この際、信用リスク
削減方策の一つとして、組合が定める各種約定書等に基づき、法的に有効である旨確認の上、事前の通知や諸手続きを省略して払戻充当いたします。

■派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要
該当事項なし

	 リスク管理体制	
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経 営 内 容
●証券化エクスポージャーに関する事項

該当事項なし

●オペレーショナル・リスクに関する事項

リ ス ク の 説 明
及びリスク管理の方針

　当組合では、オペレーショナルリスクを「金融機関の業務の過程、役職員の活動、もしくはシステムが不適切であること又は外生的な事
象により損失を被るリスク」と定義しています。

管 理 体 制 　オペレーショナルリスクについては、リスク管理会議等において協議・検討するとともに、必要に応じて理事会等に報告し、対応方針を
決定する態勢を整備しております。

評 価 ・ 計 測 　当組合は、事務リスク、システムリスク、法務リスク、人的リスク、制度変更リスク、風評リスクの各リスクを含む幅広いリスクと考え、管理体
制や管理方法をリスク管理規程に定めており、確実にリスクを認識し、評価しております。

■オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
当組合は基礎的手法を採用しております。

●出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要に関する事項

リ ス ク の 説 明
及びリスク管理の方針

　銀行勘定における出資等又は株式エクスポージャーにあたるものは、当組合においては、全国信用協同組合連合会への出資金及び
政策投資株式が該当します。
　これらについては、当組合が定める「余資運用規程」に基づき、適正な運用・管理を行っております。

管 理 体 制 　リスクの状況は、財務諸表や運用報告を基にした評価による定期的なモニタリングを実施するとともに、その状況については、適宜経
営陣へ報告を行うなど適切なリスク管理に努めております。

評 価 ・ 計 測 　当該取引にかかる会計処理については、「金融商品会計に関する実務指針」に従った、適正な処理を行っております。

●金利リスクに関する事項

リ ス ク の 説 明
及びリスク管理の方針

　金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価値の変動や、将来の収益性に対する影響を指し、定期的な評価・計測を行
い、適宜対応を講じる態勢としております。

管 理 体 制 　銀行勘定の金利リスク（IRRBB）について経済的価値の変動額であるΔEVE及び期間収益の変動額であるΔNIIをSMBC日興証
券の「NBAシステム」により定期的に計測を行い、リスク管理会議で協議・検討を行っております。

評 価 ・ 計 測 　上記の対応を通じ、資産・負債の最適化に向けたリスク・コントロールに努めております。

■金利リスクの算定手法の概要
・計測手法
　再評価法
・金利感応資産・負債
　預金、貸出金、有価証券、預け金
・行動オプション性の考慮
　　・コア預金
　　　対　　象：流動性預金
　　　算定方法：①過去5年の最低残高、
　　　　　　　　②過去5年の最大年間流出量を現残高から差引いた残高、
　　　　　　　　③現残高の50％相当額、以上3つのうち最小の額を上限としております。
　　　満　　期：2.5年にコア預金残高全額があると想定
　　・固定金利貸出の期限前返済や定期預金の早期解約
　　　固定金利貸出の期限前返済や定期預金の早期解約に関する前提は金融庁が定める保守的な前提を採用しております。
・通貨ごとに計測した金利リスク量の集計方法
　通貨間の相関は考慮しておりません。
・金利ショック幅
　100BPVの採用（ΔEVEの場合、円金利のショック幅は同じで、外貨金利の場合にはショック幅が異なります）
・リスク計測の頻度
　四半期毎（3、6、9、12月末）

（単位：百万円）

IRRBB1：金利リスク

項番
イ ロ ハ ニ

ΔEVE ΔNII
当期末 前期末 当期末 前期末

1 上方パラレルシフト 791 667 45 38 
2 下方パラレルシフト 0 0 0 2 
3 スティープ化 618 530 
4 フラット化
5 短期金利上昇
6 短期金利低下
7 最大値 791 667 45 38 

ホ ヘ
当期末 前期末

8 自己資本の額 2,304 2,288 

（注）金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。
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経 営 内 容
資　　料　　編

	 リスク管理体制	

─　定　量　的　事　項　─
・自己資本の構成に関する開示事項…自己資本の充実の状況P.9をご参照ください
・自己資本の充実度に関する事項
・信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く。）
・信用リスク削減手法に関する事項
・派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項…該当事項なし
・証券化エクスポージャーに関する事項
・出資等エクスポージャーに関する事項
・リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに該当する項目…該当事項なし
・金利リスクに関して信用協同組合等が内部管理上使用した金利ショックに対する損益又は経済的価値の増減額…P.17をご参照ください

●自己資本の充実度に関する事項� （単位：百万円）

令和2年度 令和3年度
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ.　信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計 8,391 335 8,812 352 
① 標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエク

スポージャー 8,391 335 8,812 352 

（ⅰ）　ソブリン向け 244 9 223 8 
（ⅱ）　金融機関向け 657 26 620 24 
（ⅲ）　法人等向け 3,374 134 3,717 148 
（ⅳ）　中小企業等・個人向け 1,246 49 1,222 48 
（ⅴ）　抵当権付住宅ローン 362 14 377 15 
（ⅵ）　不動産取得等事業向け 400 16 400 16 
（ⅶ）　三月以上延滞等 1 0 18 0 
（ⅷ）　出資等 99 3 99 3 

出資等のエクスポージャー 99 3 99 3 
重要な出資のエクスポージャー ― ― ― ―

（ⅸ） 　他の金融機関等の対象資本等調達手段のう
ち対象普通出資等及びその他外部TLAC関連
調達手段に該当するもの以外のものに係るエ
クスポージャー

― ― ― ―

（ⅹ） 　信用協同組合連合会の対象普通出資等で
あってコア資本に係る調整項目の額に算入さ
れなかった部分に係るエクスポージャー

173 6 173 6 

（ⅺ）　その他 1,831 73 1,958 78 
②証券化エクスポージャー ― ― ― ―
③ リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクス

ポージャー ― ― ― ―
ルック・スルー方式 ― ― ― ―
マンデート方式 ― ― ― ―
蓋然性方式（250％） ― ― ― ―
蓋然性方式（400％） ― ― ― ―
フォールバック方式（1250％） ― ― ― ―

④ 経過措置によりリスク・アセットの額に算入される
ものの額 ― ― ― ―

⑤ 他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクス
ポージャーに係る経過措置によりリスク・アセット
の額に算入されなかったものの額

― ― ― ―

⑥CVAリスク相当額を8％で除して得た額 ― ― ― ―
⑦中央清算機関関連エクスポージャー ― ― ― ―

ロ.　オペレーショナル・リスク 371 14 350 14 
ハ.　単体総所要自己資本額（イ＋ロ） 8,763 350 9,162 366 

（注）1.所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×4％
2.「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
3.「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中
央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、信用保証協会等のこと
です。
4.「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3か月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融機関及
び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。
5.「その他」とは、（ⅰ）～（ⅹ）に区分されないエクスポージャーです。具体的には「（ⅳ）中小企業等・個人向け」の要件を満たさない個人向けエクスポージャー、有形
固定資産、無形固定資産等が該当します。
6.オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。

〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉

粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％

直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数
÷8％

7.単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4％

●一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
当組合では、自己資本比率算定にあたり、投資損失引当金・偶発損失引当金を一般貸倒引当金あるいは個別貸倒引当金と同様のものとして取扱っておりますが、P.13
の「一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額」及び次頁の「業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等」には当該引当金の金額は含めて
おりません。
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経 営 内 容

●信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高（地域別・業種別・残存期間別）� （単位：百万円）

エクスポージャー区分

地域区分	
業種区分	
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高
三月以上延滞	

エクスポージャー
貸出金、コミットメント及
びその他のデリバティブ
以外のオフ・バランス取引

債　　券 デリバティブ取引
その他（左記のい
ずれにも該当し
ない資産）

令和２年度 令和３年度 令和２年度 令和３年度 令和２年度 令和３年度 令和２年度 令和３年度 令和２年度 令和３年度 令和２年度 令和３年度
国 内 18,679 18,631 4,604 4,754 10,592 10,584 ― ― 3,482 3,292 15 47
国 外 100 ― ― ― 100 ― ― ― ― ― ― ―
地 域 別 合 計 18,779 18,631 4,604 4,754 10,692 10,584 ― ― 3,482 3,292 15 47
製 造 業 1,608 1,807 ― ― 1,608 1,807 ― ― ― ― ― ―
農 業、 林 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
漁 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
建 設 業 100 100 ― ― 100 100 ― ― ― ― ― ―
電気・ガス・熱供給・水道業 901 901 ― ― 901 901 ― ― ― ― ― ―
情 報 通 信 業 0 0 ― ― ― ― ― ― 0 0 ― ―
運 輸 業、 郵 便 業 1,515 1,712 ― ― 1,515 1,712 ― ― ― ― ― ―
卸 売 業、 小 売 業 401 200 ― ― 401 200 ― ― ― ― ― ―
金 融 業、 保 険 業 3,789 3,803 ― ― 501 701 ― ― 3,288 3,101 ― ―
不 動 産 業 1,308 1,307 ― ― 1,308 1,307 ― ― ― ― ― ―
物 品 賃 貸 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
学術研究、専門・技術サービス業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
宿 泊 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
飲 食 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
生活関連サービス業、娯楽業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
教 育、 学 習 支 援 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
医 療、 福 祉 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
そ の 他 の サ ー ビ ス ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
そ の 他 の 産 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 4,355 3,852 ― ― 4,355 3,852 ― ― ― ― ― ―
個 人 4,604 4,754 4,604 4,754 ― ― ― ― ― ― 15 47 
そ の 他 193 190 ― ― ― ― ― ― 193 190 ― ―
業 種 別 合 計 18,779 18,631 4,604 4,754 10,692 10,584 ― ― 3,482 3,292 15 47 
1 年 以 下 3,973 2,984 119 113 1,604 400 ― ― 2,249 2,470 
1 年 超 3 年 以 下 1,461 2,320 359 317 1,101 2,003 ― ― ― ―
3 年 超 5 年 以 下 2,345 1,852 543 543 1,801 1,308 ― ― ― ―
5 年 超 7 年 以 下 1,530 1,781 317 273 1,213 1,508 ― ― ― ―
7 年 超 10 年 以 下 1,831 2,069 525 565 1,306 1,504 ― ― ― ―
10 年 超 6,403 6,800 2,738 2,941 3,664 3,859 ― ― ― ―
期 間 の 定 め の な い も の 1,038 631 ― ― ― ― ― ― 1,038 631 
そ の 他 193 190 ― ― ― ― ― ― 193 190 
残 存 期 間 別 合 計 18,779 18,631 4,604 4,754 10,692 10,584 ― ― 3,482 3,292 

（注）1.「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメントの与信相当額、デリバ
ティブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。
2.「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3か月以上延滞している者に係るエクスポージャーのことです。
3.上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等及び業種区分や期間区分に分類することが困難なエクスポー
ジャーです。
4.CVAリスクおよび中央精算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
5.業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

●業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等� （単位：百万円）

業　　　種　　　別

個別貸倒引当金
貸出金償却

期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

令和２年度 令和３年度 令和２年度 令和３年度 令和２年度 令和３年度 令和２年度 令和３年度 令和２年度 令和３年度 令和２年度 令和３年度
製 造 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
農 業、 林 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
漁 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
建 設 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
電気、ガス、熱供給、水道業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
情 報 通 信 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
運 輸 業、 郵 便 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
卸 売 業、 小 売 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
金 融 業、 保 険 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
不 動 産 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
物 品 賃 貸 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
学術研究、専門・技術サービス業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
宿 泊 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
飲 食 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
生活関連サービス業、娯楽業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
教 育、 学 習 支 援 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
医 療、 福 祉 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
そ の 他 の サ ー ビ ス ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
そ の 他 の 産 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
個 人 10 13 13 28 1 ― 10 13 13 28 ― ―
合 計 10 13 13 28 1 ― 10 13 13 28 ― ―

（注）1.当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
2.業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

	 信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く）	
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●リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等� （単位：百万円）

告示で定めるリスク・ウェイト区分（％）
エクスポージャーの額

令和2年度 令和3年度
格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し

0% ― 2,018 ― 1,714 
10% ― 2,242 ― 2,039 
20% 3,789 100 3,602 100 
35% ― 1,036 ― 1,078 
50% 4,122 15 4,227 15 
75% ― 1,733 ― 1,686 

100% 1,613 2,104 1,903 2,258 
150% ― 0 ― 0 
250% ― 3 ― 4 

1250% ― ― ― ―
合　　　計 9,525 9,253 9,734 8,897 

（注）1.格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
2.エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
3.コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー、CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

	 信用リスク削減手法に関する事項	

●信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー� （単位：百万円）

信用リスク削減手法

ポートフォリオ

適格金融資産担保 保　　　　証 クレジット・デリバティブ

令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度
信用リスク削減手法が適用された
エクスポージャー ― ― 737 589 ― ―

（注）1.当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
2.上記「保証」には、告示（平成18年金融庁告示第22号）第45条（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保証されたエクスポージャー）、第46条
（株式会社地域経済活性化支援機構等により保証されたエクスポージャー）を含みません。

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項 	 証券化エクスポージャーに関する事項	

該当事項なし 該当事項なし

	 出資等エクスポージャーに関する事項	

●貸借対照表計上額及び時価等� （単位：百万円）

区　　　　　　　分
令和2年度 令和3年度

貸借対照表計上額 時　　価 貸借対照表計上額 時　　価
上 場 株 式 等 81 81 82 82
非 上 場 株 式 等 173 ― 173 ―
合 計 255 81 255 82 

●出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額� （単位：百万円）

令和2年度 令和3年度
売 却 益 ― ―
売 却 損 ― ―
償 却 ― ―

（注）損益計算書における損益の額を記載しております。

●貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額�（単位：百万円）

令和2年度 令和3年度
評 価 損 益 290 180 

（注）「貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、そ
の他有価証券の評価損益です。

●貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

該当事項なし

●リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

該当事項なし

経 営 内 容
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地域貢献（信用組合の社会的責任（CSR）に関する事項等）／職域密着型金融の推進
	 職域信用組合としての経営姿勢	

　三重県職員信用組合は、三重県及び三重県警察並びに三重県関係団体各職員を組合員とする職域信用組合です。職域信用組合は、特定の団体の職
場に勤務する人たちがお互いに助け合いながら組合員の経済的地位の向上を目的とした協同組織の金融機関です。
　三重県職員信用組合は、組合員の皆さまのためにお役に立ち信頼される金融機関であり続けます。

そ		の		他		業		務
	 財務諸表の適正性及び内部監査の有効性	

　私は当組合の令和3年4月1日から令和4年3月31日までの第73期の事業年
度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書の適正性、及び
同書類作成に係る内部監査の有効性を確認いたしました。

令和4年6月27日
三重県職員信用組合

理事長　　紀平　勉

	 トピックス	

○「有担保大口住宅ローン」が多くの皆様からご好評いただいています。
　ご利用いただきやすい金利設定とするとともに、保証料、保険料、手数料
を無料としています。
　組合員の皆さまに分かりやすく利用しやすい内容としています。ぜひご利
用ください。

○令和4年7月11日に出資配当と利用分量配当を行いました。
　利用分量配当とは、組合の事業を利用していただいた分量に応じて行う
配当金です。
　配当金の算出は、組合から預金者に支払った預金利息等及び貸付利
用者が組合に支払った貸付金利息を基準額にして、それぞれの配当割合
に応じて計算しています。

○ホームページを開設しています。
　　詳しい情報を掲載しています。ぜひご覧ください。

	 店舗一覧（事務所の名称・所在地）	

店　　　　名 住　　　　　　所 電　　　話 CD・ATM

三 重 県 職 員
信 用 組 合

〒514-8570 
三重県津市広明町13番地 05９－２２8－5２05 ─

	 融資を通じた職域貢献	

Ⅰ　貸出の件数・金額
・貸出総件数　　　　　3,045　件
・貸出総額　　　　　　4,734　百万円

融資種別 件　数 残高（百万円）
フ リ ー ロ ー ン 538 168 
教 育 資 金 617 345 
マ イ カ ー ロ ー ン 1,330 967 
住 宅 ロ ー ン 496 3,199 
そ の 他 64 53 

Ⅱ　組合員のニーズに応じた金融商品の提供
　令和3年8月からマイカーローンの金利を引下げました。また、令和3年11月か
ら令和4年5月まで、教育ローンの金利引下げキャンペーンを行いました。

Ⅲ　生活相談の実施
　融資の申込みや返済相談の際には、必要に応じて組合員の生活相談を
行っています。

	 文化活動・社会福祉活動等への社会貢献活動	

　三重県及び三重県警察等の要請に応え、各種の文化活動、社会福祉活
動等に賛助、協賛、支援をするなど職域に根ざした社会貢献活動を実施してい
ます。

○三重県総合文化センター協賛
○公益財団法人三重県立美術館協力会賛助会員
○三重県総合博物館「企業パートナーシップ」会員
○公益財団法人暴力追放三重県民センター賛助会員
○一般財団法人三重県交通安全協会賛助会員
○公益社団法人みえ犯罪被害者総合支援センター賛助会員
○社会福祉法人中部盲導犬協会の盲導犬育成事業を募金箱の設置により

支援
○「みえグリーンボンド」への投資
○百五銀行「グリーン預金」への預入れ

中小企業の経営改善及び地域の活性化のための取組み状況

該当事項なし

	 預金を通じた職域貢献	

Ⅰ　賞与天引きでさらに利率優遇されるキャンペーン定期預金
　夏・冬の賞与に合わせたキャンペーン定期預金「サマーキャンペーン」「ウイ
ンターキャンペーン」は賞与天引きでお申込みいただくことで更に金利の優遇
を行っております。
   
Ⅱ　「退職優遇金利定期預金」
　キャンペーン期間が退職金支給から1年間と長く、お客様の都合に合わせた
預け入れが可能です。令和3年度は73名の方から大切な退職金をお預かりしま
した。

	 利益還元による職域貢献	

　令和3年度は、18百万円の純利益を計上し、安定経営を維持することが出
来ました。
　これにより、令和3年度の配当金は出資配当が年利4％、利用分量配当が

「預金利息等100円につき5円」、「融資利息100円につき5円」とさせていただ
きました。
　お支払いする配当総額は11百万円となります。

令和4年7月1日現在

■主要な事業の内容	

A.預金業務
　普通預金、定期預金、定期積金、別段預金を取扱っております。

B.貸出業務
　証書貸付及び当座貸越を取扱っております。

C.有価証券投資業務
預金の支払準備及び資金運用のため、国債、地方債、社債、株式、そ
の他の証券に投資しております。

D.商品有価証券売買業務
　取扱っておりません。

E.内国為替業務
　取扱っておりません。

F.外国為替業務
　取扱っておりません。

G.社債受託及び登録業務
　取扱っておりません。

H.金融先物取引等の受託等業務
取扱っておりません。
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営業のご案内

令和3年度（令和4年7月支払）実績令和3年度（令和4年7月支払）実績
〜
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（注）本紙に掲載している係数は原則、単位未満を切捨てて表示しています。

■ ご　あ　い　さ　つ ･･････････････2

【概況・組織】

1. 事 業 方 針･･････････････3

2. 事 業 の 組 織 ＊･･････････････2

3. 役 員 一 覧 ＊･･････････････2

4. 店 舗 一 覧 （ 事 務 所 の 名 称 ・ 所 在 地 ） ＊･････････････21

5. 組 合 員 の 推 移･･････････････2

【主要事業内容】

6. 主 要 な 事 業 の 内 容 ＊･････････････21

7. 信 用 組 合 の 代 理 業 者 ＊･････ 取扱いなし

【業務に関する事項】

8. 事 業 の 概 況 ＊･･････････････3

9. 経 常 収 益 ＊･･････････････8

10. 業 務 純 益 等 ＊･･････････････8

11. 経 常 利 益 （ 損 失 ） ＊･･････････････8

12. 当 期 純 利 益 （ 損 失 ） ＊･･････････････8

13. 出 資 総 額 、 出 資 総 口 数 ＊･･････････････8

14. 純 資 産 額 ＊･･････････････8

15. 総 資 産 額 ＊･･････････････8

16. 預 金 積 金 残 高 ＊･･････････････8

17. 貸 出 金 残 高 ＊･･････････････8

18. 有 価 証 券 残 高 ＊･･････････････8

19. 単 体 自 己 資 本 比 率 ＊･･････････････8

20. 出 資 配 当 金 ＊･･････････････8

21. 職 員 数 ＊･･････････････8

【主要業務に関する指標】

22. 業 務 粗 利 益 及 び 業 務 粗 利 益 率 ＊ ･････････････8

23. 資金運用収支、役務取引等収支及びその他の業務収支＊ ･････････････8

24. 資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高、利息、利回り、資金利鞘＊･････････････10

25. 受 取 利 息 、 支 払 利 息 の 増 減 ＊･･････････････8

26. 経 費 の 内 訳･･････････････8

27. 総 資 産 経 常 利 益 率 ＊･････････････10

28. 総 資 産 当 期 純 利 益 率 ＊･････････････10

【預金に関する指標】

29. 預 金 種 目 別 平 均 残 高 ＊･････････････12

30. 預 金 者 別 預 金 残 高･････････････12

31. 職 員 1 人 当 り の 預 金 残 高･････････････11

32. 定 期 預 金 種 類 別 残 高 ＊･････････････12

【貸出金等に関する指標】

33. 貸 出 金 種 類 別 平 均 残 高 ＊･････････････12

34. 担 保 種 類 別 貸 出 金 残 高 及 び 債 務 保 証 見 返 額 ＊･････････････12

35. 貸 出 金 金 利 区 分 別 残 高 ＊･････････････13

36. 貸 出 金 使 途 別 残 高 ＊･････････････13

37. 貸 出 金 業 種 別 残 高 ・ 構 成 比 ＊･････････････13

38. 預 貸 率 （ 期 末 ・ 期 中 平 均 ） ＊･････････････11

39. 職 員 1 人 当 り の 貸 出 金 残 高･････････････11

【有価証券に関する指標】

40. 商 品 有 価 証 券 の 種 類 別 平 均 残 高 ＊･････ 取扱いなし

41. 有 価 証 券 種 類 別 平 均 残 高 ＊･････････････12

42. 有 価 証 券 種 類 別 残 存 期 間 別 残 高 ＊･････････････12

43. 預 証 率 （ 期 末 ・ 期 中 平 均 ） ＊･････････････11

【経営管理体制に関する事項】

44. 法 令 遵 守 の 体 制 ＊･････････････15

45. リ ス ク 管 理 体 制 ＊･･････････16.17

資料編････････････････････････････････････････････････18.19.20

46. 苦 情 処 理 措 置 及 び 紛 争 解 決 措 置 の 内 容 ＊･････････････15

【財産の状況】

47. 貸借対照表、損益計算書、剰余金処分計算書＊･････････5.6.7.8

48. 協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況＊･････････････14

（1）破 綻 更 生 債 権 及 び こ れ ら に 準 ず る 債 権

（2）危 険 債 権

（3）三 月 以 上 延 滞 債 権

（4）貸 出 条 件 緩 和 債 権

（5）正 常 債 権

49. 自 己 資 本 の 充 実 状 況 （ 自 己 資 本 比 率 明 細 ） ＊･･････････････9

50. 有 価 証 券 、 金 銭 の 信 託 等 の 評 価 ＊･･････････10.11

51. 貸 倒 引 当 金 （ 期 末 残 高 ・ 期 中 増 減 額 ） ＊･････････････13

52. 貸 出 金 償 却 額 ＊･････････････13

53. 財務諸表の適正性及び内部監査の有効性について＊＊･････････････21

【地域貢献に関する事項】

54. 地域貢献（信用組合の社会的責任（CSR）に関する事項等）＊＊･････････････21

55. 職 域 密 着 型 金 融 の 推 進･････････････21

56. 中小企業の経営改善及び地域の活性化のための取組み状況＊･････････････21

57. 「経営者保証に関するガイドライン」への対応について＊＊･･･････ 該当なし

【その他】

58. ト ピ ッ ク ス･････････････21

59. 当 組 合 の 沿 革 と 概 要･･････････････2

60. 継 続 企 業 の 前 提 の 重 要 な 疑 義 ＊･･･････ 該当なし

61. 総 代 会 に つ い て ＊＊･･････････････4

62. 報 酬 体 系 に つ い て ＊＊･････････････15

63. 営 業 の ご 案 内･････････････22

索 引 �
各開示項目は、下記のページに記載しております。なお、＊印は「協金法第６条で準用する銀行法第２１条」「金融再生法」に基づく開示項目、＊＊印は「監督指針
の要請」に基づく開示項目、無印は任意開示項目です。




